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証券コード 6540
2019年３月８日

株 主 各 位

1

東京都港区芝浦一丁目２番３号

株式会社 船 場
代表取締役社長 八 嶋 大 輔

第58回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第58回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご案内申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただ
き、2019年３月26日（火曜日）午後６時までに到着するようご送付くださいますようお願い申
し上げます。

敬 具
記

１．日 時 2019年３月27日（水曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
２．場 所 東京都港区芝浦一丁目２番３号 シーバンスＳ館１階 大ホール
３．会 議 の
目的事項

報告事項 １．第58期（2018年１月１日から2018年12月31日まで）事業報告、連結計算
書類及び計算書類の内容報告の件

２．会計監査人及び監査等委員会の第58期連結計算書類監査結果報告の件
決議事項 第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）６名選任の件

第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）に対する

譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件
以 上

　

●当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、資源節約のため、この「招集ご通
知」をご持参くださいますようお願い申し上げます。
●本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」につきましては法令及
び定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.semba1008.co.jp）に掲載しておりますの
で、本招集ご通知には掲載しておりません。
●株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（https://
www.semba1008.co.jp）に掲載させていただきます。
●総会ご出席者へのおみやげはご用意しておりませんので、あらかじめご了承くださいますようお願い申し上げます。
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株主総会にご出席いただける場合

株主総会日時 2019年３月27日（水曜日）午前10時開催
（受付開始は午前９時を予定しております。）

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
株主総会当日は、資源節約のため、この「招集ご通知」をお持ちくださいますようお願い申し上げます。

　

郵送にて議決権を行使される場合

行使期限 2019年３月26日（火曜日）午後６時必着

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、行使期限までに到着するようご返送
ください。
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株主総会参考書類

3

議案及び参考事項
　
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）６名選任の件
　
　本定時株主総会の終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を除く）６名が任期満了となりますの
で、改めて取締役（監査等委員である取締役を除く）６名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関し、監査等委員会は、当社の企業価値向上の観点から、各候補者を取締役に選任することが
適切であるとの意見を有しています。
　監査等委員である取締役以外の取締役候補者は次のとおりであります。
【参考】候補者一覧
候補者
番 号 氏 名 現在の地位 出席回数／取締役会

1 再 任 八 嶋 大 輔 （やしま だいすけ） 代表取締役社長 　14回／14回

2 再 任 栗 山 浩 一 （くりやま ひろかず） 取 締 役 会 長 　14回／14回

3 再 任 伊 藤 進 悟 （いとう しんご） 取 締 役
常務執行役員 　14回／14回

4 再 任 小 山 秀 雄 （こやま ひでお） 取 締 役
執 行 役 員 　14回／14回

5 再 任 鈴 木 裕 之 （すずき ひろゆき） 取 締 役
執 行 役 員 　14回／14回

6 再 任 栗 山 茂 （くりやま しげる） 取 締 役 　14回／14回
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候補者
番 号

1
や しま だい すけ

八 嶋 大 輔
再 任

生年月日
1961年９月３日 満57歳
取締役在任年数
１年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
14回／14回
所有する当社の株式数
3,000株

略歴、当社における地位及び担当
1984年 4月 三井物産株式会社 入社
2004年 8月 同社 ブランドインポート部 室長
2005年10月 台湾三井物産 ライフスタイル部長
2011年 8月 三井物産株式会社 ファッションビジネス事業部長
2015年 6月 同社 コンシューマーサービス本部 本部長補佐
2017年 8月 Tainan Enterprises CO.,LTD.出向

Vice President and Chief Strategic Officer
2018年 3月 当社 取締役 副社長
2019年 1月 当社 代表取締役社長（現任）
重要な兼職の状況
特になし
取締役候補者とした理由
八嶋大輔氏は、総合商社においてファッション・アパレル事業の分野を中心に、
事業部門の責任者として長きにわたり活躍され、国内外での豊富な事業経験と
知識及び人脈を有しております。
これらの経験を活かし、変革が続く経済環境下で新たな視点から当社及び当社
グループを次なる成長へつなげていくために、引き続き取締役候補者といたし
ました。なお、2018年11月12日の取締役会決議により2019年１月１日付け
で代表取締役社長に就任しました。

　
候補者
番 号

2
くり やま ひろ かず

栗 山 浩 一
再 任

生年月日
1962年５月14日 満56歳
取締役在任年数
29年11か月（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
14回／14回
所有する当社の株式数
815,000株

略歴、当社における地位及び担当
1985年 4 月 当社 監査役
1989年 4 月 当社 取締役
1994年 2 月 当社 常務取締役
1997年 5 月 当社 代表取締役副社長
2001年 5 月 当社 代表取締役社長
2019年 1 月 当社 取締役会長（現任）
重要な兼職の状況
特になし

取締役候補者とした理由
栗山浩一氏は、当社入社以来、経営に従事し、監査役を経て取締役に就任して
おります。取締役就任後は商環境創造事業や経営全般に関する経験と知識を広
め、2001年に代表取締役社長に就任後は、当社及び当社グループの経営全般を
牽引し統括してまいりました。
当該グループ経営の長年にわたる幅広い経験と見識を今後も当社の経営に反映
すべく、引き続き取締役候補者といたしました。なお、2018年11月12日の取
締役会決議により2019年１月１日付けで取締役会長に就任しました。
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候補者
番 号

3
い とう しん ご

伊 藤 進 悟
再 任

生年月日
1959年４月11日 満59歳
取締役在任年数
８年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
14回／14回
所有する当社の株式数
10,000株

略歴、当社における地位及び担当
1982年 4 月 当社 入社
1986年 2 月 一級建築士 登録
2010年 7 月 当社 第１事業本部長
2011年 3 月 当社 取締役 第１事業本部長
2014年 3 月 当社 取締役 常務執行役員 第１事業本部、

第２事業本部担当、第３事業本部長
2019年 1 月 当社 取締役 常務執行役員 ZERO事業本部長、

PRODUCTION事業本部管掌（現任）
重要な兼職の状況
特になし
取締役候補者とした理由
伊藤進悟氏は、当社入社以来、設計・デザイン業務に従事し、一級建築士の資
格を保有し、事業本部長を経て2011年に取締役に就任しております。取締役就
任後は経営全般に関する経験と知見を広めるとともに、当社及び当社グループ
の国内商環境創造事業を統括し、顧客基盤の拡大による営業強化に取り組んで
おります。
当該設計・デザインや営業全般における豊富な経験と見識を当社の経営に反映
すべく、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者
番 号

4
こ やま ひで お

小 山 秀 雄
再 任

生年月日
1963年11月９日 満55歳
取締役在任年数
８年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
14回／14回
所有する当社の株式数
10,000株

略歴、当社における地位及び担当
1986年 4 月 当社 入社
2010年 1 月 当社 国際本部長
2011年 3 月 当社 取締役 国際本部長
2013年 3 月 当社 取締役 執行役員 国際本部長
2016年 1 月 当社 取締役 執行役員 国際事業本部長
2019年 1 月 当社 取締役 執行役員 経営企画部管掌（現任）
重要な兼職の状況
特になし

取締役候補者とした理由
小山秀雄氏は、当社入社以来、設計・デザイン業務及び海外拠点の設立・運営
に従事し、国際本部長を経て2011年に取締役に就任しております。取締役就任
後は経営全般に関する経験と知見を広め、海外グループ会社の事業部門に加え
2019年1月からは経営企画部門を管掌し当社及び当社グループの経営戦略全般
を統括しております。
国際事業を中心とした豊富な経験と見識を当社の経営に反映すべく、引き続き
取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

5
すず き ひろ ゆき

鈴 木 裕 之
再 任

生年月日
1960年８月25日 満58歳
取締役在任年数
４年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
14回／14回
所有する当社の株式数
8,800株

略歴、当社における地位及び担当
1983年 4 月 当社 入社
1989年 2 月 一級建築士 登録
1994年 4 月 中小企業診断士 登録
2012年 1 月 当社 開発事業本部長
2014年 1 月 当社 執行役員 開発事業本部長
2015年 3 月 当社 取締役 執行役員 開発事業本部長
2019年 1 月 当社 取締役 執行役員 CREATOR事業本部長（現任）
重要な兼職の状況
特になし

取締役候補者とした理由
鈴木裕之氏は、当社入社以来、設計・デザイン業務に従事し、一級建築士の資
格を保有し、開発事業本部長を経て2015年に取締役に就任しております。取締
役就任後は経営全般に関する経験と知見を広め、大型商業施設を扱う大手デベ
ロッパーに対する開発事業部門を担当し、当社及び当社グループの営業を推進
しております。
当該開発事業部門の豊富な経験と見識を当社の経営に反映すべく、引き続き取
締役候補者といたしました。

候補者
番 号

6
くり やま しげる

栗 山 茂
再 任

生年月日
1968年１月７日 満51歳
取締役在任年数
21年10か月（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
14回／14回
所有する当社の株式数
290,000株

略歴、当社における地位及び担当
1991年 5 月 当社 監査役
1997年 5 月 当社 取締役（現任）
2005年 4 月 ノンスケール株式会社 代表取締役社長（現任）
重要な兼職の状況
ノンスケール株式会社 代表取締役社長

取締役候補者とした理由
栗山 茂氏は、当社入社以来、経営及び設計・デザイン業務に従事し、海外で
の業務経験を経て1997年に取締役に就任しております。取締役就任後は経営全
般に関する経験と知見を広め、子会社ノンスケール株式会社の代表取締役を兼
務しながら当社及び当社グループ国内外における設計・デザイン業務を推進し
ております。
当該国際的な設計・デザイン分野における豊富な経験と見識を当社の経営に反
映させるべく、引き続き取締役候補者といたしました。

　
（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．候補者栗山浩一氏は、現在当社の親会社である株式会社リヤ興産の代表取締役に1982年７月に就任し、現任しておりま
す。
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第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
　
　本定時株主総会の終結の時をもって監査等委員である取締役３名が任期満了となりますので、改めて監査等委
員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案は監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。
【参考】候補者一覧
候補者
番 号 氏 名 現在の地位 出席回数／取締役会

出席回数／監査等委員会

1 再 任 社 外 清 水 武 （しみず たけし） 社 外 取 締 役
常勤監査等委員

　14回／14回
　14回／14回

2 再 任 社 外 長 田 有 喜 （ながた ゆき） 社 外 取 締 役
監 査 等 委 員

　14回／14回
　14回／14回

3 再 任 社 外 藤 吉 彰 （ふじよし あきら） 社 外 取 締 役
監 査 等 委 員

　14回／14回
　14回／14回
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候補者
番 号

1
し みず たけし

清 水 武
再 任 社 外

生年月日
1954年５月22日 満64歳
社外取締役在任年数
３年10か月（本株主総会終結時）
監査等委員である取締役在任年数
３年10か月（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
14回／14回
監査等委員会への出席状況
14回／14回
所有する当社の株式数
０株

略歴、当社における地位及び担当
1978年 4 月 日産自動車株式会社 入社
2001年 2 月 同社 国内内部監査室室長
2006年 9 月 株式会社RHJインターナショナル・ジャパン

インターナルオーディットディレクター
2009年 2 月 株式会社シグマクシス 監査役
2012年 3 月 当社 常勤監査役
2015年 5 月 当社 社外取締役 常勤監査等委員（現任）
重要な兼職の状況
株式会社装備 監査役、株式会社レリア 監査役
社外取締役候補者とした理由
清水 武氏は、国内及び海外における監査人としての豊富な経験と幅広い見識
を有しており、監査役を経て2015年に監査等委員である社外取締役に就任して
おります。
社外取締役就任後は、経営に対する監督及び監査機能の向上並びに当社のコー
ポレートガバナンスの充実・強化に貢献しております。
当該監査分野における幅広い経験と見識を当社の経営に反映すべく、引き続き
監査等委員である社外取締役候補者といたしました。

候補者
番 号

2
なが た ゆ き

長 田 有 喜
再 任 社 外

生年月日
1962年１月８日 満57歳
社外取締役在任年数
３年10か月（本株主総会終結時）
監査等委員である取締役在任年数
３年10か月（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
14回／14回
監査等委員会への出席状況
14回／14回
所有する当社の株式数
０株

略歴、当社における地位及び担当
1992年 5 月 米国ノートルダム大学 経営学修士

マーケティング専攻修了
2000年 1 月 フラワーファーム株式会社 代表取締役
2002年 1 月 有限会社アーサー・リリーコンサルティング

代表取締役社長（現任）
2005年 4 月 デジタルハリウッド大学 教授（現任）
2014年 4 月 東京家政大学 非常勤講師（現任）
2015年 5 月 当社 社外取締役 監査等委員（現任）
重要な兼職の状況
有限会社アーサー・リリーコンサルティング 代表取締役社長
デジタルハリウッド大学 教授、東京家政大学 非常勤講師

社外取締役候補者とした理由
長田有喜氏は、企業ブランディング、グローバルビジネスやマーケティングに
関する豊富な経験と幅広い知見を有しており、2015年に監査等委員である社外
取締役に就任しております。
社外取締役就任後は、企業ブランディング等の専門家としての見地から経営に
対する監督及び助言を通じ、当社のコーポレートガバナンスの充実・強化に貢
献するとともに女性の視点から女性活躍推進に向けた提言を行っております。
当該企業ブランディング等の幅広い経験と見識を当社の経営に反映すべく、引
き続き監査等委員である社外取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

3
ふじ よし あきら

藤 吉 彰
再 任 社 外

生年月日
1954年３月19日 満65歳
社外取締役在任年数
２年（本株主総会終結時）
監査等委員である取締役在任年数
２年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
14回／14回
監査等委員会への出席状況
14回／14回
所有する当社の株式数
０株

略歴、当社における地位及び担当
1976年 4 月 エーザイ株式会社 入社
1988年 8 月 同社 米国子会社Eisai America, Inc.出向
1997年 4 月 同社 米国子会社Eisai Research Institute of Boston

Inc.出向
2006年 6 月 同社 執行役 コーポレートコミュニケーション・IR担

当
2009年 6 月 同社 取締役 監査委員会委員
2014年 6 月 同社 顧問
2017年 3 月 当社 社外取締役 監査等委員（現任）
重要な兼職の状況
東京簡易裁判所調停委員
社外取締役候補者とした理由
藤吉 彰氏は、米国の研究子会社設立等を通じたグローバルビジネスの経験と、
広報・IRを中心としたマネジメントに関する豊富な経験と幅広い知見を有して
おり、2017年に監査等委員である社外取締役に就任しております。
また、指名委員会等設置会社における監査委員会委員として、役員の職務執行
の監督の経験、日本監査役協会の理事としての活動経験を有しております。
当該グローバルビジネス、広報・IR及び監査分野における幅広い経験と見識を
当社の経営に反映すべく、引き続き監査等委員である社外取締役候補者といた
しました。

　
（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．当社は清水 武氏、長田有喜氏及び藤吉 彰氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け
出ております。

３．当社では、独立社外取締役は会社法上の要件に加え、東京証券取引所に定める独立役員の独立性判断基準を満たす者を候
補者として選定することとしています。

４．清水 武氏、長田 有喜氏及び藤吉 彰氏と締結している責任限定契約の内容の概要は次のとおりであります。
なお、本議案が原案どおり承認可決された場合、当社は、３氏との間で、同様の責任限定契約を継続する予定でありま
す。
（責任限定契約の内容の概要）
在任中、その任務を怠ったことにより会社に損害を与えた場合において、社外取締役が職務を行うにつき善意でかつ重大
な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、会社に対し損害賠償責任を負うものと
し、当該限度額を超える部分については、会社は社外取締役を免責するものとする。

ご参考 取締役（監査等委員である取締役を除く）・監査等委員である取締役の選任と指名の方針・手続

取締役候補者の選定に際しては、当社の事業領域に関する豊富な経験や広範かつ専門的な知識を有し、適切かつ迅速な意思決定と
職務遂行能力等を勘案して決定する方針であります。
社外取締役候補者の選定に際しては、取締役の職務執行を監査・監督するための豊富な経験、財務・会計・経営・マーケティング
に関する知見等、当社の事業領域に関する知識等を勘案して決定する方針であります。
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第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）に対する譲渡
制限付株式の付与のための報酬決定の件

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬等の額は、2015年３月25日開催の第54回定時株主総
会において、年額300百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない。）とご承認いただい
ております。
　今般、当社は、役員報酬制度の見直しの一環として、監査等委員である取締役を除く取締役（以下「対象取締
役」といいます。）に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との
一層の価値共有を進めることを目的として、上記の報酬枠とは別枠で、対象取締役に対して新たに譲渡制限付株
式の付与のための報酬を支給することとしたいと存じます。
　本議案に基づき、対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する報酬は金銭債権（以下「金銭報
酬債権」といいます。）とし、その総額は、上記の目的を踏まえ相当と考えられる金額として、年額99百万円以
内といたします。また、各対象取締役への具体的な支給時期及び配分については、指名報酬委員会の審議を経た
上で、取締役会において決定することといたします。
　なお、監査等委員会は、中長期的な業績と連動するインセンティブプランとして、本議案の上程は適切である
との意見を有しています。
　現在の監査等委員である取締役を除く取締役は６名であり、第１号議案「取締役（監査等委員である取締役を
除く）６名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、監査等委員である取締役を除く取締役は６名となりま
す。
　また、対象取締役は、当社の取締役会決議に基づき、本議案により支給される金銭報酬債権の全部を現物出資
財産として払込み、当社の普通株式について発行又は処分を受けるものとし、これにより発行又は処分をされる
当社の普通株式の総数は年124,000株以内（ただし、本議案が承認可決された日以降、当社の普通株式の株式分
割（当社の普通株式の無償割当てを含む。）又は株式併合が行われた場合その他譲渡制限付株式として発行又は
処分をされる当社の普通株式の総数の調整が必要な事由が生じた場合には、分割比率・併合比率等に応じて、当
該総数を、合理的な範囲で調整する。）といたします。
　なお、その１株当たりの払込金額は各取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社の普
通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として当該普通株
式を引き受ける対象取締役に特に有利な金額とならない範囲において、取締役会において決定します。また、こ
れによる当社の普通株式の発行又は処分に当たっては、当社と対象取締役との間で、以下の内容を含む譲渡制限
付株式割当契約（以下「本割当契約」といいます。）を締結するものとします。
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（１）譲渡制限期間
対象取締役は、本割当契約により割当てを受けた日より２年間から５年間までの間で当社の取締役会が
あらかじめ定める期間（以下「譲渡制限期間」という。）、本割当契約により割当てを受けた当社の普通
株式（以下「本割当株式」という。）について、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならない（以
下「譲渡制限」という。）。

（２）退任時の取扱い
対象取締役が譲渡制限期間満了前に当社又は当社の子会社の取締役、執行役、執行役員又は監査役のい
ずれの地位をも退任した場合には、その退任につき、任期満了、死亡その他正当な理由がある場合を除
き、当社は、本割当株式を当然に無償で取得する。

（３）譲渡制限の解除
当社は、対象取締役が、譲渡制限期間中、継続して、当社又は当社の子会社の取締役、執行役、執行役
員又は監査役のいずれかの地位にあったことを条件として、本割当株式の全部について、譲渡制限期間
が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。ただし、当該対象取締役が、上記（２）に定める任期満
了、死亡その他正当な理由により、譲渡制限期間が満了する前に上記（２）に定めるいずれの地位から
も退任した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制限を解除する時期を、必要に応じ
て合理的に調整するものとし、下記（５）「業績目標の達成による解除条件」を本割当契約に含める場合
には、下記（５）において定めた条件も踏まえて合理的に調整するものとする。また、当社は、上記の
規定に従い譲渡制限が解除された直後の時点において、なお、譲渡制限が解除されていない本割当株式
を当然に無償で取得する。

（４）組織再編等における取扱い
上記（１）の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が
完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会
（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締役
会）で承認された場合には、当社の取締役会の決議により、譲渡制限期間の開始日から当該組織再編等
の承認の日までの期間を踏まえて合理的に定める数の本割当株式について、当該組織再編等の効力発生
日に先立ち、譲渡制限を解除する。また、当社は、上記に規定する場合、譲渡制限が解除された直後の
時点において、譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

（５）業績目標の達成による解除条件
当社は、必要に応じて、本割当株式の譲渡制限に関する解除条件として、当社の取締役会においてあら
かじめ設定した業績目標を達成することを条件（以下「業績条件」という。）として定め、業績条件を達
成した場合には、本割当株式の全部について、譲渡制限期間が満了した時点を持って譲渡制限を解除す
る。

（６）その他の事項
本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定めるものとする。

以 上
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売上高 経常利益 親会社株主に帰属する当期純利益

前期比
3.6％減

前期比
9.0％減

前期比
3.6％減

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

第57期 第58期
（当期）

第57期 第58期
（当期）

第57期 第58期
（当期）

29,539

1,471
991

28,473

1,339 955

1 企業集団の現況に関する事項
　
１．事業の経過及び成果
　
❶ 事業の状況
　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用情勢及び所得環境の改善や個人消費の持ち直しなどを背景に、景
気は緩やかな回復基調にありながらも、企業の設備投資は十分な回復に至らず、また、海外の政治動向及び通商
問題が与える影響の懸念などもあり、先行きの見通しは依然として不透明な状況にあります。
　当社グループを取り巻く事業環境におきましては、都市部の大型施設、食分野、及びサービス業種においては
開発への投資が増加の兆しを見せる一方、特定の業種業態及び顧客においては新店開発への投資抑制傾向が続
く、変化の激しい事業環境で推移しました。
　このような状況の中、当社グループでは企業理念に「“サクセスパートナー” 私たちは商環境の創造を通じて
社会の繁栄に貢献します」を掲げ、中期経営計画にある「SEMBA BRANDの確立を目指し、個とグループの力
を結集させ、グローバルに価値を共創する成長企業となる」べく、継続的なガバナンス強化と事業運営体制整備
のもと、収益拡大と生産性向上に努めてまいりました。
　その結果、当連結会計年度の営業概況につきましては、海外では大型商業施設の新規開業案件に携わり、売上
高は2,748百万円（前期比36.3％増）となりました。一方、国内では首都圏及び地方都市部における大型施設の
新装及び改装、並びに活況な飲食及びサービス関連の開発案件に携わりながらも、従来からの顧客の設備投資抑
制などの影響を受け、売上高は25,724百万円（前期比6.5％減）となりました。
　グループ全体としましては、売上高は28,473百万円（前期比3.6％減）となりました。
　また、利益面におきましては、外注比率の高い施工案件の増加、更には競合環境激化に伴う工事原価率の上昇
などの影響を受け、経常利益については1,339百万円（前期比9.0％減）、親会社株主に帰属する当期純利益につ
いては955百万円（前期比3.6％減）となりました。
　なお、当社グループは商環境創造事業のみの単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略してお
ります。
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❷ 設備の状況
　当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は93,748千円であります。
　主なものは、当社における業務の効率化のための社内システムへの投資に55,644千円、OA機器等の購入に
10,891千円であります。
　なお、当連結会計年度における重要な設備の除却、売却等はありません。
　
❸ 資金調達の状況
　当連結会計年度における資金調達につきましては、特筆すべき事項はありません。

２. 財産及び損益の状況の推移
　
企業集団の財産及び損益の状況

期 別
区 分

第55期
(20152015

年
年
1
12
月
月
1
31
日から
日まで)

第56期
(20162016

年
年
1
12
月
月
1
31
日から
日まで)

第57期
(20172017

年
年
1
12
月
月
1
31
日から
日まで)

第58期
(20182018

年
年
1
12
月
月
1
31
日から
日まで)

売上高 (千円) 30,732,301 27,615,497 29,539,687 28,473,004

経常利益 (千円) 2,062,580 1,721,500 1,471,508 1,339,046

親会社株主に帰属する
当期純利益 (千円) 1,572,858 1,097,297 991,161 955,342

１株当たり当期純利益 (円) 183.54 124.42 100.70 96.97

総資産 (千円) 16,853,394 17,914,782 17,581,515 17,666,972

純資産 (千円) 6,298,217 8,426,763 9,359,509 9,693,755
　

（注）2016年10月５日付けで普通株式１株につき50株の株式分割を行っておりますが、第55期の期首に当該株式分割が行われたと
仮定して１株当たり当期純利益を算定しております。
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３．対処すべき課題
　
　今後の見通しにつきましては、海外情勢の不透明感はありながらも、国内では雇用・所得環境の改善、訪日客
増加を伴う観光需要拡大、東京オリンピック・パラリンピックや大阪・関西万博開催に伴う開発案件の増加など
を背景に、国内の経済環境は緩やかな回復基調が続くものと期待されます。
　当社グループを取り巻く事業環境におきましては、国内では首都圏開発案件に加え、地方創生による各地域で
の事業活性化、海外では日系企業の海外事業展開の活発化などにより、おおむね堅調に推移することが見込まれ
ます。その一方で流通・小売業界ではEコマースが定着するなど、生活者の消費スタイルの変化を背景に、顧客
企業の設備投資の考え方にも影響を及ぼしており、不透明な事業環境に置かれることも想定されます。
　このような状況のもと、当社グループでは、第59期から３か年の中期経営計画を掲げ、新組織体制を構築し、
新たな成長軌道への基礎づくり及び収益力向上を目指し取り組んでまいります。変化の激しい事業環境下にあり
ながら、ここ数年、流通・小売業界以外からの当社が持つ商環境創造力へのニーズの高まりを受け、新たなる事
業領域及び業務領域への対応を、柔軟かつ加速度的に進めます。海外事業においては、拠点を構えるアジア圏を
中心に、国内外の顧客への対応力強化を図り、ビジネス拡大に向けた事業基盤の拡充に努めます。また、コスト
競争力及び納品力の更なる強化を実現させるとともに、社員が働きやすく付加価値を生み出しやすい環境を整え
ることで、生産性も向上させてまいります。働きがい業界No.１企業を目指し、当社グループ一丸となって、安
定的な収益獲得と企業価値向上に邁進する所存です。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
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４．重要な親会社及び子会社の状況
　
❶ 親会社との関係
　

　当社の親会社は株式会社リヤ興産であり、当社の議決権の44.50％を有しています。

❷ 重要な子会社の状況
会社名 資本金 議決権比率 事業内容

株式会社装備 96,000千円 100.00％ 店舗什器の製作販売及び内装施工・監理
台湾船場室内装修股份有限公司 20,000,000NT$ 100.00％ 商業施設における内装の企画・設計・監理・施工
香港船場有限公司 3,000,000HK$ 100.00％ 商業施設における内装の企画・設計・監理・施工
SEMBA VIETNAM CO.,LTD. 15,340,500,000VND 100.00％ 商業施設における内装の企画・設計・監理・施工

上海船場建築装飾有限公司 12,785,347.65元 100.00％ 商業施設における内装の企画・設計・監理・施工（100.00％）

SEMBA SINGAPORE PTE. LTD. 700,000S$ 100.00％ 商業施設における内装の企画・設計・監理・施工（100.00％）
（注）議決権比率の（ ）内の数字は、間接保有する議決権比率を内数で記載しております。

５．主要な事業内容（2018年12月31日現在）
　
❶ 商業施設及びインテリアの企画、設計、監理並びに施工
　

❷ 経営指導及び経営診断並びに市場調査
　

❸ 商業施設の管理、運営及び販売促進
　

❹ 陳列用品の設計、製作及び販売
　

❺ 一般建築業
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６．主要な事業所（2018年12月31日現在）
　

名 称 所在地

本 社 東京都港区芝浦一丁目２番３号
中部オフィス 愛知県名古屋市
関西オフィス 大阪府大阪市
九州オフィス 福岡県福岡市
株式会社装備 東京都港区
台湾船場室内装修股份有限公司 台湾 台北市
香港船場有限公司 香港
SEMBA VIETNAM CO.,LTD. ベトナム ホーチミン市
上海船場建築装飾有限公司 中国 上海市
SEMBA SINGAPORE PTE. LTD. シンガポール

７．従業員の状況（2018年12月31日現在）
　
❶ 企業集団の従業員の状況
　
　

従業員数 前連結会計年度末比増減

　 名 　 名（増）
　 625 　 15
（注）１．当社グループから当社グループ外への出向者はなく、また当社グループ外から当社グループへの出向者の受け入れもありま

せん。
２．従業員数には契約社員43名を含みます。
３．従業員数には臨時従業員は含んでおりません。

❷ 当社の従業員の状況
　

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

名 名（増） 才 年
428 　 17 　 40.3 　 14.6 　

　

（注）１．従業員数には当社から社外への出向者15名を含まず、社外から当社への出向者3名を含んでおります。
２．従業員数には契約社員38名を含みます。
３．従業員数には臨時従業員は含んでおりません。
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2 株式に関する事項（2018年12月31日現在）
　
１．発行可能株式総数・発行済株式総数及び株主数
　
❶ 発行可能株式総数 38,400,000株

❷ 発行済株式総数 9,855,000株

❸ 株主数 2,776名

２．大株主の状況
　

株主名
当社への出資状況

持株数 持株比率
株 ％

株式会社リヤ興産 4,385,000 44.49
栗 山 浩 一 815,000 8.26
船場従業員持株会 791,017 8.02
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 456,700 4.63
栗 山 嘉 子 290,000 2.94
栗 山 茂 290,000 2.94
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口) 227,500 2.30
廣 澤 敦 子 180,000 1.82
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 70,600 0.71
ＢＢＨ ＬＵＸ／ＤＡＩＷＡ ＳＢＩ ＬＵＸ ＦＵＮＤＳ
ＳＩＣＡＶ － ＤＳＢＩ ＪＡＰＡＮ ＥＱＵＩＴＹ ＳＭ
ＡＬＬ ＣＡＰ ＡＢＳＯＬＵＴＥ ＶＡＬＵＥ

54,600 0.55
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3 新株予約権等に関する事項
　
新株予約権の状況
　

当事業年度の末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予約権の内容の概要
（2018年12月31日現在）
　

名 称 第１回新株予約権
決議年月日 2014年３月24日
新株予約権の数 150個
保有人数
取締役（監査等委員である取締役、
社外取締役を除く）

３名

新株予約権の目的である
株式の種類及び数 当社普通株式7,500株

新株予約権の発行価額 無償
新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額 １株当たり280円

新株予約権の行使期間 自 2016年12月19日 至 2024年６月15日

新株予約権の主な行使条件

a 新株予約権者は、権利行使時において、当社又は当社の関係会社の
取締役、監査役、従業員又は顧問の地位にあることを要する。

b 当社普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されていなければ
新株予約権は行使できない。

c 対象者の相続人による新株予約権の行使は認めない。
d 新株予約権に関するその他の条件については、当社と対象者との間
で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承
認を要するものとする。
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4 会社役員に関する事項
　
１．取締役の状況（2018年12月31日現在）
　

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 栗 山 浩 一

取 締 役 八 嶋 大 輔 副社長

取 締 役 伊 藤 進 悟 常務執行役員 第１事業本部、第２事業本部、第３事業本部、生産管理本部担当

取 締 役 小 山 秀 雄 執行役員 国際事業本部長

取 締 役 鈴 木 裕 之 執行役員 開発事業本部長

取 締 役 栗 山 茂 ノンスケール㈱ 代表取締役社長

取 締 役
（常勤監査等委員） 清 水 武 ㈱装備 監査役

㈱レリア 監査役

取 締 役
（監 査 等 委 員） 長 田 有 喜 ㈲アーサー・リリーコンサルティング 代表取締役社長

デジタルハリウッド大学 教授 東京家政大学 非常勤講師

取 締 役
（監 査 等 委 員） 藤 吉 彰 東京簡易裁判所調停委員
　

（注）１．取締役清水 武、長田有喜及び藤吉 彰の３氏は、社外取締役であります。
２．取締役八嶋大輔氏は、2018年３月27日開催の第57回定時株主総会において、新たに選任され就任しました。
３．常勤監査等委員清水 武氏は、長年にわたる経理・監査業務の経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有するものであります。
４．当社は、清水 武氏、長田有喜氏及び藤吉 彰氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け
出ております。

５．監査等委員会の体制は次のとおりであります。
委員長 清水 武 委員 長田有喜 委員 藤吉 彰
監査等委員会は、社内からの円滑な情報収集のため、常勤の監査等委員を選定しております。

６．2018年10月31日をもって、取締役（常務執行役員管理本部長）千田浩一氏は辞任により退任いたしました。
７．2019年１月１日付けで取締役八嶋大輔氏は代表取締役社長に就任いたしました。
８．2019年１月１日付けで代表取締役社長栗山浩一氏は代表権を有しない取締役会長に就任いたしました。
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９．2019年１月１日付けで取締役の担当及び重要な兼職の状況が次のとおり変更となりました。
　

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取締役 伊 藤 進 悟 常務執行役員 ZERO事業本部長、PRODUCTION事業本部管掌

取締役 小 山 秀 雄 執行役員 経営企画部管掌

取締役 鈴 木 裕 之 執行役員 CREATOR事業本部長

（ご参考）
当社は執行役員制度を導入しております。取締役兼務者を除く執行役員は次のとおりであります。

　

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

上席執行役員 中 和 久 EAST事業本部長

執 行 役 員 丸 目 祐 一 WEST事業本部長

執 行 役 員 浅 田 良 太 GLOBAL RETAIL事業本部長

執 行 役 員 菅 生 英 樹 PRODUCTION事業本部長

執 行 役 員 曽 我 勝 一 財務経理統括部長

　

２．責任限定契約の内容の概要
　
当社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く）との責任限定契約に関する規定を定款に設けてお
り、本規定に基づき、社外取締役全員と締結した責任限定契約の内容の概要は次のとおりであります。
（責任限定契約の内容の概要）
　在任中、その任務を怠ったことにより会社に損害を与えた場合において、社外取締役が職務を行うにつき善
意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、会社に対し
損害賠償責任を負うものとし、当該限度額を超える部分については、会社は社外取締役を免責するものとす
る。

３．取締役の報酬等の総額

❶ 役員報酬の額又はその算定方法の決定方針
　取締役の報酬等については、株主総会で承認された報酬等の限度内で、監査等委員以外の取締役については取
締役会の決議により決定し、監査等委員である取締役の報酬については監査等委員の協議により決定されます。
　各取締役の報酬額は、役員報酬規程及び報酬内規に基づき算定されます。
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❷ 当事業年度に係る取締役の報酬等の額
　

区 分 支給人員 報酬等の額

取締役（監査等委員を除く） 7名 141,659千円
取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

3名 22,200千円
（3名） （22,200千円）

合 計 10名 163,859千円
　
４．社外役員に関する事項
　
❶ 他の法人等の兼職状況
　

　当社の社外取締役である清水武氏は、㈱装備及び㈱レリアの監査役を兼任しております。なお、これらの会社
は当社の100％子会社であり売上及び仕入等の取引関係があります。
　当社の社外取締役である長田有喜氏は、㈲アーサー・リリーコンサルティングの代表取締役を兼任しておりま
す。なお、同社と当社の間には特別な関係はありません。

❷ 当事業年度における主な活動状況
　

　当事業年度における社外役員の主な活動状況は以下のとおりです。
　

区 分 氏 名 主な活動状況

社 外 取 締 役

清 水 武
当事業年度に開催された取締役会14回及び監査等委員会14回の全てに出席し、財務
経理及び監査の経験を活かし、議案審議などにつき、適宜質問・助言を行っておりま
す。

長 田 有 喜
当事業年度に開催された取締役会14回及び監査等委員会14回の全てに出席し、企業
ブランディング、グローバルビジネスやマーケティングに関する知見を活かし、専門
的見地から議案審議などにつき、適宜質問・助言を行っております。

藤 吉 彰
当事業年度に開催された取締役会14回及び監査等委員会14回の全てに出席し、グロ
ーバルビジネス、広報・ＩＲ及び監査分野における知見を活かし、専門的見地から議
案審議などにつき、適宜質問・助言を行っております。

（注）上記の当事業年度開催の取締役会ほか、会社法第370条に基づく書面によるみなし決議を３回行っております。
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5 会計監査人に関する事項
❶ 会計監査人の名称
　仰星監査法人

❷ 報酬等の総額
支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 25,000千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25,000千円

　

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確
に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額
を記載しております。

２．当社監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等の妥当性を確認
した上で、会計監査人の報酬等に同意いたしました。

❸ 非監査業務の内容
　

　該当事項はありません。

❹ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　

　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査
等委員会の全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、監査の適正性及び信頼性が確保でき
ないと認めたときは、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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6 業務の適正を確保するための体制
　
　当社は、2015年５月１日開催の取締役会において「内部統制システム構築の基本方針」を次のとおり決議い
たしました。なお、組織変更等を踏まえ、適宜改定を行っております。
　
❶ 当社及び当社グループ会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制

　

■当社及び当社グループ会社（以下「当社グループ」という）に共通の企業理念、行動指針及び船場グループ
行動規範を定め、企業倫理の確立及び法令遵守の徹底を図っております。
■当社グループの取締役等が法令及び定款を遵守し、コンプライアンスに基づく職務遂行が徹底して行われる
ように内部統制システムを構築・運用しております。
■倫理・法令等違反に関する通報体制として、当社グループの使用人等が直接通報・相談する内部通報制度を
整備し、法令及び定款に違反する行為がある場合には、コンプライアンス委員会及び取締役会において審議
し、適切な措置を講じております。

■業務執行部門から独立した当社の内部監査室が、当社グループに対して定期的に監査を行い、当社の代表取
締役、監査等委員会及び取締役会にその結果を報告しております。
■社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を持
ちません。

❷ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
　

■当社グループ会社に適用する「グループ会社管理規程」を定め、当社の経営企画部をガバナンス責任者とし
て、当社グループ会社の業務及び経営に関する指導・管理・支援を行っております。
■当社の内部監査室は、業務の適正を確保するために、当社グループの内部統制の有効性及び効率性を調査
し、その結果を当社の代表取締役、監査等委員会及び取締役会に報告しております。
■当社グループの財務報告の信頼性を確保するために、当社の代表取締役を責任者として、全社的な統制及び
各業務プロセスの統制を整備し、その運用を行っております。

❸ 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　

■当社の取締役は、その職務の執行に係る文書その他の情報につき「保管文書取扱規程」に従い、必要に応じ
て常時閲覧できるように、適切に保存・管理しております。
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❹ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　

■当社グループに適用する「リスク管理規程」に基づき、当社取締役会において、経営上の重要なリスクにつ
いて把握・分析を行い、対応策の検討とリスクの現実化の防止に努めるとともに、危機発生時には当社の代
表取締役を統括責任者とする危機管理体制を整えております。
■地震等の自然災害や外的要因に起因する災害の発生時に備えて「災害対策マニュアル」を設け、具体的な対
応を定めております。

❺ 当社グループの取締役、執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　

■当社は、「取締役会規則」に基づき、取締役会を開催し、重要な業務執行について協議・検討しております。
■当社では、迅速かつ効率的な意思決定と業務執行を行うために執行役員制度を導入し、取締役会が決定した
方針と「権限規程」に基づいて、各執行役員が業務執行を行っております。また、その業務執行の適切性を
確保するために、隔週、執行役員会を開催して進捗管理を行うとともに、重要事項については定期的に取締
役会に報告しております。
■当社グループ会社は、「グループ会社管理規程」に基づき、職務分掌、指揮命令系統、権限及び意思決定そ
の他の組織体制を構築しております。

❻ 当社グループ会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
　

■当社グループ会社は、「グループ会社管理規程」に基づき、グループ会社の営業成績、財務状況その他の重
要事項について、当社取締役会へ定期に報告を行っております。

❼ 当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
　

■監査等委員会の決定に基づき、監査等委員会の職務を補助すべき使用人（事務局）として、内部監査室が担
当しております。

❽ 前号の取締役及び使用人の当社の他の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立
性に関する事項

　

■前号の事務局による補助業務に関する評価は監査等委員会が行い、任命、異動等人事に係る決定事項につい
ては、監査等委員会の事前の同意を得るものとし、監査等委員以外の者からの独立性を確保しております。

❾ 当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関
する事項

　

■監査等委員会事務局は、監査等委員会の指揮命令に従うものとしております。
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❿ 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）、執行役員及び使用人が当社の監査等委員会
に報告をするための体制

　

■当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）、執行役員及び使用人（以下、監査等委員以外の者）が、
法令等の違反行為等、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちにその事実を監
査等委員会に報告すること、また、当社の監査等委員会は、必要に応じていつでも、当社の監査等委員以外
の者に対して報告を求めることができることを周知しております。

⓫ 当社グループ会社の取締役、監査役等及び使用人、又はこれらの者から報告を受けた者が当
社の監査等委員会に報告をするための体制

　

■当社グループ会社についても前号と同様に、取締役、監査役等及び使用人（以下、取締役等）又はこれらの
者から報告を受けた者が、法令等の違反行為等、当社又は当社グループ会社に著しい損害を及ぼすおそれの
ある事実を発見したときは、直ちにその事実を当社の監査等委員会に報告すること、また、当社の監査等委
員会は、必要に応じていつでも、当社グループ会社の取締役等に対して報告を求めることができることを周
知しております。

⓬ 前２号の報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制

　

■当社は、当社の監査等委員会へ報告を行った当社グループの取締役等に対し、その報告をしたことを理由に
不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの取締役等に周知しております。

⓭ 監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払、又は償還の手続その他の当該職務の
執行について生ずる費用、又は債務の処理に係る方針に関する事項

　

■監査等委員会がその職務の執行について、会社法第388条に基づく費用の前払又は償還等を当社に請求した
ときは、その請求内容が監査等委員会の職務の執行に不要であると認められた場合を除き、速やかに処理し
ております。

　
⓮ その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　

■当社の監査等委員会に選定された監査等委員は、重要な意思決定の過程及び職務の執行状況を把握するた
め、取締役会のほか、その他の重要な会議に出席し、意見を述べるとともに、業務執行に関する文書、業績
に影響を及ぼす重要な事項について閲覧できる体制を整備し、取締役（監査等委員である取締役を除く）、
執行役員及び使用人に説明を求めることができる旨を「監査等委員会規則」に定め、周知しております。
■監査等委員会は、監査の実施に当たり、会計監査人及び内部監査室と緊密な連携を図っております。
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7 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、次のとおりであります。
　

■取締役の職務執行については、取締役会が法令、定款及び船場グループ行動規範に従って、コンプライアン
スやリスク管理に対応し、自ら率先して行動しております。
■監査等委員は、取締役会や執行役員会などの重要な会議への出席を通じて、また、会計監査人や内部監査室
との積極的な情報交換会を通じて、積極的に発言をする機会を設け、当社の業務の適正を確保するための体
制を確認しております。
■財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性を勘案して評価範囲を決定し、当該財務報告に係るプロセスにおけ
る内部統制の有効性評価を行っております。
■子会社の内部統制の整備状況は、親会社である当社の内部監査部門が確認するとともに、当社の会計監査人
及び内部監査部門が定期的に監査を行い、改善に努めております。

　

8 剰余金の配当等の決定に関する方針
　
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を最重要経営目標のひとつとして位置付けており、財務体質や将来の事
業拡大のために必要な内部留保とのバランスを図りながら、毎期の業績に応じた配当を行うことを基本方針とし
ております。
　上記方針に従って、第58期事業年度の剰余金の配当については、2019年３月４日の取締役会決議に基づき、
１株当たり年間配当金40円といたしました。
　なお、第59期から３か年の中期経営計画の期間中は、連結配当性向50％を目安に配当額を決定することとし
ております。
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連結貸借対照表（2018年12月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額
（資産の部）
流動資産 15,375,846
現金及び預金 7,184,899
受取手形及び売掛金 4,920,223
電子記録債権 1,159,025
有価証券 1,100,000
たな卸資産 765,113
繰延税金資産 132,812
その他 114,301
貸倒引当金 △530

固定資産 2,291,125
有形固定資産 705,768
建物及び構築物 332,208
機械装置及び運搬具 30,925
工具、器具及び備品 65,952
土地 274,301
リース資産 2,381
無形固定資産 94,952
ソフトウエア 93,342
その他 1,610
投資その他の資産 1,490,405
投資有価証券 782,927
差入保証金 281,566
繰延税金資産 362,353
その他 63,616
貸倒引当金 △58

資産合計 17,666,972

科 目 金 額
（負債の部）
流動負債 6,527,822
支払手形及び買掛金 2,933,042
電子記録債務 2,305,430
リース債務 2,086
未払金及び未払費用 325,436
未払法人税等 238,443
未払消費税等 188,898
前受金 192,277
賞与引当金 224,668
完成工事補償引当金 36,149
その他 81,390

固定負債 1,445,394
長期未払金 148,365
リース債務 682
退職給付に係る負債 1,290,911
繰延税金負債 2,146
その他 3,288

負債合計 7,973,216
（純資産の部）
株主資本 9,908,265
資本金 216,175
資本剰余金 1,182,159
利益剰余金 8,509,930
その他の包括利益累計額 △214,510
その他有価証券評価差額金 212,681
為替換算調整勘定 △4,147
退職給付に係る調整累計額 △423,044
純資産合計 9,693,755
負債・純資産合計 17,666,972
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連結損益計算書（2018年１月１日から2018年12月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額
売上高 28,473,004
売上原価 24,179,427
売上総利益 4,293,577

販売費及び一般管理費 3,023,775
営業利益 1,269,801

営業外収益
受取利息 5,307
受取配当金 9,522
受取手数料 15,242
為替差益 2,052
受取地代家賃 11,067
業務受託料 23,200
その他 21,758 88,150

営業外費用
支払手数料 4,423
地代家賃 6,087
その他 8,394 18,905
経常利益 1,339,046

特別利益
投資有価証券売却益 1,231 1,231

特別損失
固定資産除却損 71
その他 429 500
税金等調整前当期純利益 1,339,777
法人税、住民税及び事業税 399,285
法人税等調整額 △14,849 384,435
当期純利益 955,342
親会社株主に帰属する当期純利益 955,342
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連結株主資本等変動計算書（2018年１月１日から2018年12月31日まで）
（単位：千円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

2018年１月１日残高 215,475 1,181,459 8,021,511 9,418,446
連結会計年度中の変動額
新株の発行 700 700 　 1,400
剰余金の配当 　 　 △344,750 △344,750

親会社株主に帰属する
当期純利益 　 　 955,342 955,342

連結範囲の変動 △122,173 △122,173

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 　 　 －

連結会計年度中の変動額合計 700 700 488,418 489,818
2018年12月31日残高 216,175 1,182,159 8,509,930 9,908,265

　
その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

2018年１月１日残高 247,938 48,097 △354,973 △58,937 9,359,509
連結会計年度中の変動額
新株の発行 　 　 　 　 1,400
剰余金の配当 　 　 　 　 △344,750

親会社株主に帰属する
当期純利益 　 　 　 　 955,342

連結範囲の変動 △122,173

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △35,257 △52,245 △68,070 △155,573 △155,573

連結会計年度中の変動額合計 △35,257 △52,245 △68,070 △155,573 334,245
2018年12月31日残高 212,681 △4,147 △423,044 △214,510 9,693,755
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貸借対照表（2018年12月31日現在）
（単位：千円）

　

科 目 金 額
（資産の部）
流動資産 12,883,890
現金及び預金 5,701,189
受取手形 1,587,501
電子記録債権 1,159,025
売掛金 2,562,960
有価証券 1,100,000
仕掛品 578,258
前払費用 63,222
繰延税金資産 105,601
その他 26,661
貸倒引当金 △530

固定資産 2,081,333
有形固定資産 321,563
建物 168,052
構築物 90
工具、器具及び備品 54,247
土地 98,910
リース資産 262
無形固定資産 92,096
ソフトウエア 90,562
その他 1,533
投資その他の資産 1,667,673
投資有価証券 622,845
関係会社株式 609,334
関係会社出資金 34,187
差入保証金 267,735
繰延税金資産 131,159
その他 2,470
貸倒引当金 △58

資産合計 14,965,224

科 目 金 額
（負債の部）
流動負債 5,801,012
支払手形 1,401,510
電子記録債務 2,305,430
買掛金 1,104,431
リース債務 283
未払金 198,661
未払法人税等 195,337
未払消費税等 151,859
未払費用 49,821
前受金 109,290
賞与引当金 189,700
完成工事補償引当金 31,750
その他 62,936

固定負債 735,207
長期未払金 142,247
預り敷金保証金 2,160
退職給付引当金 590,800

負債合計 6,536,220
（純資産の部）
株主資本 8,214,441
資本金 216,175
資本剰余金 1,182,159
資本準備金 120,175
その他資本剰余金 1,061,984
利益剰余金 6,816,106
利益準備金 24,000
その他利益剰余金 　 6,792,106
別途積立金 2,000,000
繰越利益剰余金 4,792,106

評価・換算差額等 214,562
その他有価証券評価差額金 214,562
純資産合計 8,429,004
負債・純資産合計 14,965,224
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損益計算書（2018年１月１日から2018年12月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額
売上高 25,428,728
売上原価 21,786,315
売上総利益 3,642,412

販売費及び一般管理費 2,637,319
営業利益 1,005,092

営業外収益
受取利息 306
受取配当金 9,299
受取手数料 15,180
受取地代家賃 26,583
その他 70,528 121,898

営業外費用
支払手数料 4,423
地代家賃 13,467
その他 8,857 26,747
経常利益 1,100,243

特別利益
投資有価証券売却益 1,231 1,231

特別損失
固定資産除却損 14
関係会社出資金評価損 40,405 40,419
税引前当期純利益 1,061,056
法人税、住民税及び事業税 320,942
法人税等調整額 36,459 357,401
当期純利益 703,654
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株主資本等変動計算書（2018年１月１日から2018年12月31日まで）
（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本

準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

2018年１月１日残高 215,475 119,475 1,061,984 1,181,459 24,000 2,000,000 4,433,201 6,457,201 7,854,137

事業年度中の変動額
新株の発行 700 700 　 700 　 　 　 　 1,400

剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 △344,750 △344,750 △344,750

当期純利益 　 　 　 　 　 　 703,654 703,654 703,654

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 　 　 　 　 　 　 　 　 －

事業年度中の変動額合計 700 700 － 700 － － 358,904 358,904 360,304

2018年12月31日残高 216,175 120,175 1,061,984 1,182,159 24,000 2,000,000 4,792,106 6,816,106 8,214,441

　
評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

2018年１月１日残高 249,437 249,437 8,103,574

事業年度中の変動額
新株の発行 　 　 1,400

剰余金の配当 　 　 △344,750

当期純利益 　 　 703,654

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △34,875 △34,875 △34,875

事業年度中の変動額合計 △34,875 △34,875 325,429

2018年12月31日残高 214,562 214,562 8,429,004
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年２月26日

株式会社 船場
取締役会 御中

仰 星 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 神 山 俊 一 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 原 伸 夫 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社船場の2018年１月１日から2018年12月31日までの連結
会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することに
ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査
の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
船場及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年２月26日

株式会社 船場
取締役会 御中

仰 星 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 神 山 俊 一 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 原 伸 夫 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社船場の2018年１月１日から2018年12月31日まで
の第58期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明
細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査
手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示
に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監査報告書
　当監査等委員会は、2018年１月１日から2018年12月31日までの第58期事業年度における取締役の職務の執行について監
査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議
に基づき整備されている内部統制の体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況に関する報告を定期的に受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しまし
た。
①監査等委員会が定めた監査等委員会規則に準拠するとともに、当期の基本方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査
部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応
じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。ま
た、子会社については、必要に応じ、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報共有を図り、事業の報告を受け
ました。
②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書、並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する
事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年２月28日
株式会社 船場 監査等委員会
常勤監査等委員 清 水 武 ㊞
監 査 等 委 員 長 田 有 喜 ㊞
監 査 等 委 員 藤 吉 彰 ㊞

（注）常勤監査等委員 清水 武 並びに 監査等委員 長田有喜 及び 藤吉 彰 は会社法第２条第15号及び第331条第６項に規
定する社外取締役であります。
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株主総会　会場ご案内図
場　　所

東京都港区芝浦一丁目2番3号
シーバンスS館1階  大ホール
TEL：03-6865-1008（代）

交通機関

JR山手線・京浜東北線

浜松町駅

都営地下鉄浅草線・三田線

三田駅

都営地下鉄浅草線・大江戸線

大門駅

新交通ゆりかもめ

日の出駅

南口

A6出口

B2出口

西出口

見やすく読みまちがえ
にくいユニバーサルデ
ザインフォントを採用
しています。

徒歩約8 分

徒歩約8 分

徒歩約10分

徒歩約5 分

森林に配慮して適切に
管理された森林認証紙
を採用しています。

西出口

A6出口

■各駅から会場までのご案内
浜松町駅　南口 大門駅　B2出口 三田駅　A6出口 日の出駅　西出口

山手線／京浜東北線降車後ホーム階
段を上がり南口改札へ。改札を出て直
進し突き当り左手の階段を上り、道な
りに進む。

B2出口より地上に上がり、右手の世
界貿易センタービルから2階へ進み連
絡通路よりJR浜松町駅南口改札の出
口へ。

A6出口より地上へ上がり、右手へ国
道15号線沿いを進み、信号機4つ目
の芝四丁目の交差点を右折し、JR線
の高架下を通り一つ目の信号を左折。

西出口より左手の階段を降りて50ｍ
程直進し右折。首都高都心環状線の
高架下を横断し直進。

浜松町バスターミナル 改札

ペデストリアン
デッキ

都営大江戸線 大門駅

南口

B2出口

都
営
浅
草
線 

大
門
駅

世界貿易
センタービル

JR［浜松町駅］
大江戸線・浅草線［大門駅］
出口詳細図
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